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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、法令遵守、企業倫理の重要性を認識するとともに、変動する企業環境に対応した迅速な経営意思決定と経営の健全性向上を図ること
によって、企業価値を継続して高めていくことを経営上の最重要課題の一つに位置付けております。

　これらを実現する体制として当社は、社外取締役4名（内1名は弁護士、1名は公認会計士）から構成される監査等委員会を設置し、経営の意思
決定と業務執行の監督に透明性を確保するとともに、執行役員制度を採用して経営の監督と業務の執行を明確にすることで、コーポレート・ガバ
ナンスの強化に努めております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則２－４（１）　中核人材の登用等における多様性の確保】

　当社は、人事評価制度により能力・業務実績等を総合的に評価し、適性の認められる者を管理職等中核人材へ登用しております。現在のとこ
ろ、中核人材の登用等における多様性確保についての測定可能な数値目標を定めておりませんが、中長期的な企業価値向上につながる重要な
課題と認識しており、今後検討してまいります。

　なお、当社は、中長期的な企業価値向上において人材戦略が重要な課題であると認識しております。当社の人材育成方針と社内環境整備方針
については、その概要を有価証券報告書において開示しております。

【補充原則４－１（３）　最高経営責任者等の後継者育成計画への関与・監督】

　代表取締役は、後継者を育てることを重要な責務と捉え、後継者候補を当社またはグループ会社の取締役及び執行役員に就任させ、経験を積
ませること等により、後継者を育成しております。

　今後、取締役会が後継者育成計画に主体的に関与・監督する体制について検討してまいります。

【補充原則４－３（２）　最高経営責任者等の選任手続き】

　当社は「取締役の選解任を行うに当たっての方針と手続」を定めております。

　代表取締役の選解任の方針と手続を特別に定めてはおりませんが、代表取締役の選解任は会社における最も重要な戦略的意思決定であるこ
とに鑑み、検討してまいります。

【補充原則４－３（３）　最高経営責任者等の解任手続き】

　当社は「取締役の選解任を行うに当たっての方針と手続」を定めております。

　代表取締役の選解任の方針と手続を特別に定めてはおりませんが、代表取締役の選解任は会社における最も重要な戦略的意思決定であるこ
とに鑑み、検討してまいります。

【原則４－10．任意の仕組みの活用】

　当社では、非業務執行取締役及び複数の社外取締役を選任し、迅速かつ適切な意思決定と監督機能の強化を図り、コーポレートガバナンスが
十分に機能する体制を整備しております。任意の仕組みは採用しておりませんが、統治機能の更なる充実のため、2023年６月に監査等委員会設
置会社に移行いたしました。

【補充原則４－10（１）　経営陣幹部・取締役の指名・報酬などに係る任意の諮問委員会の設置】

　当社は、取締役及び執行役員の指名・報酬決定において、独立社外取締役を主要な構成員とする任意の諮問委員会等の設置はしておりませ
ん。

　代表取締役社長が原案を作成し、複数の独立社外取締役の意見を踏まえ、決定しております。



【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４．政策保有株式】

　当社における政策保有株式は、財務面の影響や投資先企業との取引関係の維持・強化による当社グループの中長期的な収益の拡大につなが
るかどうか等の観点を考慮し、業務提携その他経営上の合理的な理由がある場合を除き、保有しないことを基本方針としております。また、投資
額は必要最低限とし、企業価値向上の効果等を勘案して、適宜、見直しを行います。

　政策保有株式については、事業年度ごとに、取引関係の維持・強化の状況や、経営成績の状況、資本コストとの見合い、将来の見通し等をもと
に個別銘柄ごとに保有の適否を取締役会にて検証します。

　なお、検証の結果、保有の合理性が認められなくなったと判断される銘柄については売却を行うことを原則としております。

　政策保有株式に係る議決権の行使に際しては、議案ごとに個別に行使判断を行います。投資先企業の企業価値が毀損する可能性があると判
断される議案については、特に留意して判断するものとします。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

　当社は、当社の役員や主要株主等の関連当事者との取引を行う場合には、取締役会の承認を要することを「取締役会規程」に定めるとともに、
その取引の結果を取締役会に報告しております。また、当社役員、当社子会社の役付役員等に対し、年度毎に、本人もしくは二親等内の親族と当
社あるいは当社子会社間の取引についてモニタリングを行うとともに、重要な取引については有価証券報告書に記載しております。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社では、企業年金制度を実施しておりません。

【原則３－１．情報開示の充実】

（１）当社は、企業理念を「良質な医療インフラを創造し生涯を見守る「まちのあかり」として健やかな暮らしに貢献します」と定め、当社ウェブサイト
に掲載しております。　経営計画については、2022年５月６日に第６次中期経営計画を策定し、2022年３月期業績説明資料とともにウェブサイトに
掲載しております。

（企業理念：https://www.msnw.co.jp/company/philosophy/）

（経営計画： https://www.msnw.co.jp/ir/management/management-plan/）

（２）当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及び基本方針は、上記「１．基本的な考え方」に記載の通りであります。

（３）当社における取締役の役員報酬を決定するにあたっての方針と手続きは以下のとおりです。

①　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

　当社は取締役の個人別報酬の決定に関する方針を定めております。

　 取締役の役員報酬につきましては、一定割合を業績に連動した報酬体系とし経営責任を明確にすること、株価に連動した株式報酬を導入する

ことにより株主の皆様と株式価値を共有すること、優秀な人材を引きつけることができる報酬制度であることを基本方針としております。

　業務執行取締役の役員報酬は、固定報酬、業績連動報酬、株式報酬等により構成され、固定報酬と業績連動報酬の支給割合は、取締役会で
定めた役員報酬の決定方針においてあらかじめ定められております。また、監査等委員である取締役、非業務執行取締役及び社外取締役の役
員報酬は固定報酬のみで構成されております。

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本項について同じ。）の固定報酬は、各取締役の職務・責任範囲に応じて代表取締役社長が基
準額を決定しております。

　取締役の役員報酬の支給時期については、取締役会で定めた役員報酬の決定方針においてあらかじめ定められており、固定報酬は毎月、業
績連動報酬は原則として毎年７月に、それぞれ支給しております。また、株式報酬については役員株式給付規程の定めに基づき、退任後に支給
しております。

　2024年３月期に係る取締役の報酬は、2023年６月21日に開催された取締役会において定めた役員報酬の決定方針に基づき、取締役会の一任
を得た代表取締役社長が報酬案を作成し、社外取締役の意見を踏まえたうえで決定しております。

　取締役の個人別報酬等の内容の決定にあたっては、代表取締役社長が報酬案を作成したのち、社外取締役の意見を踏まえたうえで決定してい
るため、取締役会は、決定される報酬の内容が決定方針に沿うものであると判断しております。

　また、監査等委員である取締役の報酬は、監査等委員である取締役の協議で決定しております。

②　取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　当社は、2023年６月21日開催の第25回定時株主総会において取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額について年額５億円以内（う
ち社外取締役分は年額５千万円以内）、また監査等委員である取締役の報酬額を年額１億円以内とすることを、それぞれ決議いただいておりま
す。なお、当該決議に係る役員の員数は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）については13名（うち社外取締役３名）、監査等委員である
取締役については４名（うち社外取締役４名）であります。

　また、当社は取締役（監査等委員である取締役、非業務執行取締役及び社外取締役を除く）について、株式報酬制度として「役員株式給付信
託」を導入しておりますが、本制度についての株主総会の決議については「⑤　非金銭報酬等の内容」に記載したとおりです。

　なお、役員退職慰労金制度については、2015年６月19日開催の第17回定時株主総会において、廃止することを決議いただいております。また、
廃止時点で制度の対象であった役員に対する退職慰労金を打ち切り支給することと、その支給の時期は役員を退任する時とすることを、あわせて
決議いただいております。

③　取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

　2024年３月期の取締役の個人別の報酬の決定につきましては、代表取締役社長田尻稲雄に一任することを、取締役会で定めております。取締
役の個人別の報酬の金額の決定について、取締役会が代表取締役社長田尻稲雄に一任することとした理由は、経営全般を管掌する立場から、
各取締役の職務執行状況を公平な視点で評価し、個別の報酬を算定するのに適任であると取締役会が判断したためであります。

④　業績連動報酬等に関する事項

　業績連動報酬は、役員賞与と特別賞与により構成されております。

　役員賞与の決定に係る指標は、連結経常利益の事業計画及び実績であります。当該指標を選択した理由は、経常利益が、会社の定常的な営
業活動や財務活動を行った結果として得られる利益であることから、成績の指標として最適であると判断したためであります。特別賞与は、取締役
会が定めた上限の範囲内で、代表取締役社長が顕著な成果を挙げた取締役に対し、個別に金額を決定し支給するものであります。2024年３月期
の特別賞与の支給はありません。

⑤　非金銭報酬等の内容

　当社は取締役（監査等委員である取締役、非業務執行取締役及び社外取締役を除く）について、株式報酬制度として「役員株式給付信託」を導
入しております。本制度は、当社が制度遂行に必要で合理的な金銭を原資として信託に拠出し、信託がこれにより当社株式を取得し、原則として
役員が退職する際に、当社取締役会が定める役員株式給付規程に従って当社株式を給付するものであります。これにより、取締役の報酬と当社
の株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期
的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的としております。

　本制度については、2015年６月19日開催の第17回定時株主総会において制度導入することを決議いただいております。なお、当社は2023年６



月21日開催の第25回定時株主総会の決議に基づき監査等委員会設置会社に移行しておりますが、本制度の導入についてもあわせて決議いた
だいております。当該決議に係る役員の員数は、取締役９名（うち社外取締役０名）であります。

（４）取締役（監査等委員である取締役を除く。）の選任については、人格並びに見識ともに優れ、取締役の職責を全うできる者から、定款で定める
取締役の員数の範囲内で、当社グループの事業並びに経営企画、経理・財務、人事・総務等に関する様々な知識・経験・能力を相互補完するよう
なバランスや多様性、適切な意思決定ができる人員数を考慮して、代表取締役の協議により候補者を選任し、非業務執行取締役及び社外取締役
の意見を踏まえ、取締役会で株主総会議案として承認のうえ、株主総会で決議することとしております。

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の解任については、職務執行における法令・定款違反行為、心身の故障、著しい能力不足、担当部
門の業績に対する責任等を勘案のうえ、非業務執行取締役及び社外取締役の意見を踏まえ、取締役会で株主総会議案として承認のうえ、株主
総会で決議することとしております。

　監査等委員である取締役の選任については、監査を通じて当社の健全な経営発展と社会的信頼の向上を実現するため、監査に必要となる豊富
な経験と高度な専門性を有する者を、代表取締役の協議により候補者を選任し、非業務執行取締役及び社外取締役の意見を踏まえ、監査等委
員会の同意を得たうえで、取締役会で株主総会議案として承認のうえ、株主総会で決議することとしております。

　具体的には、常勤の監査等委員である取締役は、全社経営や財務・会計・リスク管理その他の知識・経験を持つ者から選任することとし、監査等
委員である社外取締役は、様々な分野に関する豊富な知識を有する者から選任することとしております。また、監査等委員である取締役のうち、
財務・会計に関する相当程度の知見を有するものを１名以上選任することとしております。

　監査等委員である取締役の解任については、職務執行における法令・定款違反行為、心身の故障、著しい能力不足等を勘案のうえ、非業務執
行取締役及び社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）並びに監査等委員会の意見を踏まえ、取締役会で株主総会議案として承認のうえ、
株主総会で決議することとしております。

（５）取締役候補の選任・指名については、個々の選任理由を招集通知に記載しております。

【補充原則３－１（３） サステナビリティについての取組み等】

　当社は「サステナビリティに関する基本方針」を定めております。当社グループは、社会・環境問題への取り組みは企業の存在と活動に必須の要
件であることを認識し、サステナビリティに関する取り組みを「サステナビリティレポート」として開示しております。

（ＣＳＲの取り組み・サステナビリティレポート：https://www.msnw.co.jp/csr/）

　また、経営計画については、2022年５月６日に第６次中期経営計画を策定し、2022年３月期業績説明資料とともにウェブサイトに掲載しておりま
す。

（企業理念：https://www.msnw.co.jp/company/philosophy/）

（経営計画：https://www.msnw.co.jp/ir/management/management-plan/）

　気候変動に係る対応に関しては、医薬品の流通改善を通じた医薬品卸とネットワーク加盟店並びに当社グループ地域薬局における配送頻度適
正化によるＣＯ２排出量の削減、使用する電球のＬＥＤの導入等の省エネ対策を行っております。

【補充原則４－１（１）　経営陣に対する委任の範囲】

　当社では、法令、定款及び「取締役会規程」に定められた当社及び当社グループの重要事項について、取締役会において審議し、意思決定を行
うとともに、業務執行の状況を監督しております。また、「職務権限規程」「稟議規程」により、重要案件の審議の充実化のため、決裁権限の見直し
を図るなど、経営陣が執行できる業務を明確にしております。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社では、以下の通り「社外取締役の独立性に関する判断基準」を定めております。社外取締役候補については、個々の選任理由を招集通知
に記載しております。

（招集通知：https://www.msnw.co.jp/ir/library/?previous#meeting）

　当社は、社外取締役または社外取締役候補者が、次の各項目のいずれにも該当しない場合に、当社からの独立性を有しているものと判断しま
す。

１．当社グループの業務執行者（就任前10年間に業務執行者であった者を含む）

２．当社の大株主（議決権保有割合10％以上）又はその業務執行者

３．当社グループの主要な取引先（連結売上高の２％超）の業務執行者

４．当社グループの主要な借入先（直近の事業年度にかかる事業報告において主要な借入先に記載のある借入先）の業務執行者

５．当社グループの会計監査人である監査法人に所属する公認会計士

６．当社グループから年間1,000万円を超える金銭その他の財産を得ている弁護士、公認会計士、税理士又はコンサルタント等

７．当社グループから年間1,000万円を超える寄付を受ける団体の業務を執行する者

８．過去３事業年度において、上記２から７までのいずれかに該当していた者

９．上記１から８までのいずれかに該当する近親者（配偶者及び二親等内の親族）

【補充原則４－11（１）　取締役の選任に関する方針・手続】

　当社では、上記【原則３－１（４）】に記載の通り「取締役の選解任を行うに当たっての方針と手続」を定めております。取締役（監査等委員である
取締役を除く。）の員数上限については定款で15名と定め、現在の員数は13名としております。また、監査等委員である取締役の員数上限につい
ては定款で4名と定め、現在の員数は4名としております。

　取締役の指名に際しては、多様性及び知識・経験・能力が相互補完されるようなバランスに配慮しております。なお、独立社外取締役として、他
社での経営経験を有する者を選任しております。

　各取締役の有する知識・経験・能力等の一覧（スキル・マトリックス）については当該報告書の最終頁に記載しております。

【補充原則４－11（２）　取締役の兼任の状況】

　当社の取締役による他社役員の兼任は合理的な範囲にとどめられており、その状況につきましては、毎年、株主総会招集通知、有価証券報告
書に記載しております。

【補充原則４－11（３）　取締役会全体の実効性についての分析・評価・開示】

　当社では、取締役会全体の実効性について分析・評価するため、2016年３月期から各取締役がアンケートによる自己評価を行い、その結果を評
価し、概要を開示することとしております。

　2024年３月期に係る評価の結果、当社の取締役会は概ね適切に機能しており、実効性に著しく欠けているところはないことが確認されました。

　今後は、薬局事業に精通した薬剤師、女性、若年層、デジタル領域の専門家の取締役登用を検討し、会社の中核事業の意思決定を強化すると
ともに、新しい視点や斬新な意見がもたらされる利点を確保すること、議論に時間を要する案件は、取締役会報告事項とすることを促し、初めに、
資料提出期日の徹底を通じ各取締役が検討に必要な時間を確保し、次に、可能な限り事前に情報を共有することで改善を図ってまいります。ま
た、議案上程基準見直しによる議案数の絞り込みにより、重要案件に対する効率的で効果的な意思決定の実現を目指すこと等に取り組んでまい



ります。

【補充原則４－14（２）　取締役に対するトレーニングの方針】

　当社は、全役員を対象に、定期的に必要な研修を開催し研鑽に努めさせるとともに、個々の取締役に対しては、外部のセミナー・研修の機会を
提供・斡旋し、その費用を負担します。

　また、新たに非業務執行取締役・社外取締役が就任する際には、当社の事業・財務・組織等に関する必要な知識を取得し、十分に理解を深める
機会を設けます。

　当社は日本監査役協会の法人会員であり、監査等委員である取締役は、適宜同協会の提供する必要な研修を受ける機会を確保し、その費用
は当社が負担します。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上のためには、株主と積極的な対話を行い、株主の意見や要望を経営に反映させ、株
主とともに当社を成長させていくことが重要であると考えております。

　当社は、誠実・公平・タイムリーな情報開示により、株主・投資家等を含めたステークホルダーの皆様への説明責任を充分に果たし、長期的な信
頼関係を構築すること、並びに、単なる情報提供活動に留まらず、ＩＲ活動を通じて得られたステークホルダーの皆様のご意見を経営改善に活か
すことをＩＲ活動の基本方針としております。

　上記ＩＲ活動の目的を達成するためには、資本市場参加者（株主、投資家、証券アナリストなど）に対し、経営戦略や事業方針について充分な情
報を提供することが必要であると考えております。そのため、当社は、決算説明会やミーティングなどの場を充実させ、積極的なＩＲ活動を行ってい
きます。

　当社のＩＲ活動は、代表取締役社長を最高責任者とし、経営戦略本部管掌取締役をＩＲ担当役員として行います。担当部である経営管理部は、グ
ループ各社及び経営企画部・経理部・総務部ほか関連部署から情報を収集し、ＩＲ活動を企画、推進しております。

　当社は、株主・投資家との対話の機会を充実させるため、アナリスト、機関投資家、報道機関を対象とした決算説明会や、個人投資家を対象とし
た会社説明会を実施します。また、ウェブサイトを通じて、当社の業績、事業内容、経営内容等をわかりやすくタイムリーに公表します。

　株主・投資家との対話内容は、取締役会にて定期的にフィードバックを行います。

　当社は、株主・投資家との対話において、インサイダー情報（未公表の重要事実）を伝達することのないよう情報管理に充分留意します。また、ア
ナリスト、機関投資家、並びに、株主総会・決算説明会等に参加された株主・投資家等との対話において、フェア・ディスクロージャー・ルールに基
づく重要情報（未公表の確定的な情報であって、株価に重要な影響を及ぼす蓋然性がある情報）を伝達したと思われる場合には、適宜適切にウェ
ブサイト等にて公表します。なお、四半期ごとの決算期末翌日から決算開示日までは、決算情報に関する対話を控える「沈黙期間」とします。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応（検討中）】　　　

　資本コストや資本収益性の分析・評価についての具体的な目標数値等は定めておりませんが、今後検討を深めてまいります。

【株主との対話の実施状況等】　

　株主・投資家とのコミュニケーションの機会として、アナリスト・機関投資家向けに年２回の動画による決算説明会の開催及び個人投資家向けに
年１回の会社説明会ライブ配信を行っております。また、投資家からの電話取材や1on1ミーティング等のIR取材を積極的に受け付けております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 3,063,800 10.34

合同会社エスアンドエス 2,769,100 9.34

沖中　恭幸 2,506,000 8.45

秋野　治郎 2,220,900 7.49

CACEIS BANK / QUINTET LUXEMBOURG SUB AC / UCITS CUSTOMERS ACCOUNT

(常任代理人香港上海銀行東京支店　カストディ業務部）
1,706,400 5.75

メディカルシステムネットワーク従業員持株会 834,900 2.81

田尻 稲雄 783,100 2.64

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 716,700 2.41

MSIP CLIENT SECURITIES

(常任代理人 モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社)
660,800 2.23

中村　剛 463,100 1.56

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明



１．発行済株式（自己株式を除く。）総数に対する所有株式数の割合は小数点第三位以下を切捨てて表示しております。

２．2023年６月22日付で、公共の縦覧に供されている大量保有報告書に係る変更報告書において、サマラン ユーシッツ（SAMARANG UCITS）が2

023年６月15日現在で1,793,300株を所有している旨が記載されているものの、当社としては、2024年３月31日現在における実質所有状況の確認
ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 3 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 19 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 17 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 7 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

7 名



会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

小池　明夫 他の会社の出身者 △

一色　浩三 他の会社の出身者

井部　俊子 他の会社の出身者 △

渡邊　光春 他の会社の出身者

佐藤　敏 他の会社の出身者

米屋　佳史 弁護士 △

前田　裕次 公認会計士 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

小池　明夫 　 ○

　当社は、小池氏が理事長を務めていた
一般財団法人JR北海道文化財団との間
で、過去に広告宣伝に関する取引があり
ました。

　経営者としての知識や豊富な経験と幅広い見
識を当社の経営に反映することができるものと
判断しております。

　左記の事実は、当社の独立性基準を満たし
ており、同氏の意思決定に対して影響を与え得
る内容ではなく、一般株主と利益相反が生じる
おそれはないものと判断しております。

一色　浩三 　 ○ ―――

　金融に関する豊富な知識、また企業監査に
関する高い見識と幅広い分野に亘る業務経験
を当社の経営に反映することができるものと判
断しております。

　また当社の独立性基準を満たしており、一般
株主と利益相反が生じるおそれはないものと判
断しております。

井部　俊子 　 ○

　当社は、井部俊子氏が理事を務める一
般社団法人医療介護福祉政策研究フォー
ラムに寄付を行っております。なお、同氏
は同法人において非常勤であり、かつ同
法人からの報酬を受けておりません。

　また当社は、同氏が代表取締役を務め
る株式会社井部看護管理研究所との間
で、過去にコンサルティング契約を締結し
ておりました。

　長年にわたる看護師の実務、管理及び教育
の経験を有していることから、医療、介護、福祉
の分野における豊富な経験と幅広い見識を当
社の経営に反映することができるものと判断し
ております。

　左記の事実は、当社の独立性基準を満たし
ており、同氏の意思決定に対して影響を与え得
る内容ではなく、一般株主と利益相反が生じる
おそれはないものと判断しております。

渡邊　光春 ○ ○ ―――

　長年札幌市において要職を歴任されている
ほか企業経営の経験を有していることから、行
政分野及び企業経営における豊富な経験と幅
広い見識を、地域薬局事業を始めとした当社
の事業の監査や監督において反映することが
できるものと判断しております。

　また当社の独立性基準を満たしており、一般
株主と利益相反が生じるおそれはないものと判
断しております。



佐藤　敏 ○ ○ ―――

　長年の北海道庁における行政職のほか北海
道監査委員の経験を有していることから、行政
分野における豊富な経験と幅広い見識を、地
域薬局事業を始めとした当社の事業の監査や
監督において反映することができるものと判断
しております。

　また当社の独立性基準を満たしており、一般
株主と利益相反が生じるおそれはないものと判
断しております。

米屋　佳史 ○ ○

　当社は米屋氏が代表を務める米屋・林
法律事務所との間で、過去に取引があり
ました。

　また当社は現在、同事務所の別の弁護
士との間で顧問契約を締結しております。

　弁護士として豊富な経験と幅広い知見を有し
ていることから、主に法律面から監査等委員と
しての職務を適切に遂行することができるもの
と判断しております。

　左記の事実は、当社の独立性基準を満たし
ており、同氏の意思決定に対して影響を与え得
る内容ではなく、一般株主と利益相反が生じる
おそれはないものと判断しております。

前田　裕次 ○ ○

　当社は、前田氏が所長を務める前田公
認会計士事務所との間で、2023年3月まで
コンサルティング契約を締結しておりまし
た。当社グループが同事務所に支払った
報酬額は、当社の連結売上高および同氏
の年間報酬額と比較して僅少であります。

　公認会計士として長年の経験があり財務・会
計に関する専門知識を有していること、また企
業における取締役及び監査等委員の経験を有
していることから、広範かつ高度な視野で監査
等委員としての職務を適切に遂行することがで
きるものと判断しております。

　左記の事実は、当社の独立性基準を満たし
ており、同氏の意思決定に対して影響を与え得
る内容ではなく、一般株主と利益相反が生じる
おそれはないものと判断しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 4 2 0 4 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

　監査等委員会の職務を補助する職員として、知識・能力・経験を有する専任の監査等委員会付を１名配置し、監査等委員会の職務遂行のサ
ポートを行っており、業務執行取締役や監査等委員である取締役などとの連絡調整にあたっております。

　当該監査等委員会付の任命、人事評価、異動等人事権に係る事項の決定については、監査等委員会に事前に報告され了承しており、監査等
委員会付の独立性を確保し、指揮命令権は監査等委員会に帰属しております。また、監査等委員会付が他部署の使用人を兼務する場合には、
監査等委員会補助業務を優先しております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　当社は、2023年６月21日開催の第25回定時株主総会の決議により、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しました。

　監査等委員会監査に関しては、常勤監査等委員２名と非常勤監査等委員２名の合計４名の社外監査等委員が定時及び臨時の取締役会への出
席や、取締役、内部監査室等からその職務執行状況の聴取等を行うことにより、取締役の職務の執行や内部統制の状況について監査いたしまし
た。更に、会計監査人、内部監査室と連携を保ち情報共有を図ることで、相互補完し、各々の監査の質の向上と効率化に努めました。監査等委員
会は内部監査室と、監査計画や監査結果に関する情報交換を定期的に実施し監査活動の効率的な推進と意思疎通を図りました。また、監査等
委員会は会計監査人の監査実施状況を確認・検証し、定期的に意見交換を実施しました。

　内部監査に関しては、内部監査室が担当しております。内部監査室長を責任者とし、各事業年度開始に先立って内部監査基本計画を立案し、
代表取締役社長の承認を得るとともに、決定された基本計画に基づき、内部監査実施計画（被監査部門・監査の実施期間・監査項目・監査員等）
を立案し、同実施計画に基づき実施しております。

　監査等委員会、会計監査人及び内部監査室と内部統制部門は、定期的に監査計画や監査結果等に関する情報交換を実施し、緊密な連携を
保っております。



　なお、監査等委員会及び内部監査室は、被監査部門に対して改善事項の指摘を行い、被監査部門は、改善状況を報告し業務の改善を行うこと
で、監査の実効性を高めております。

　会計監査に関しては、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 7 名

その他独立役員に関する事項

　当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

　当社は取締役（監査等委員である取締役、非業務執行取締役及び社外取締役を除く）について、役員報酬の一定割合を業績に連動した報酬体
系とするとともに、株式報酬制度として「役員株式給付信託」を導入しております。本制度は、当社が制度遂行に必要で合理的な金銭を原資として
信託に拠出し、信託がこれにより当社株式を取得し、原則として役員が退職する際に、当社取締役会が定める役員株式給付規程に従って当社株
式を給付するものであります。これにより、取締役の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリットのみなら
ず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的としており
ます。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　取締役（監査等委員である取締役を除く）、監査等委員である取締役、社外役員に区分した報酬等の種類別（固定報酬、業績連動報酬等）の総
額を有価証券報告書にて開示しております。



報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役報酬の決定方針については、上記「Ｉ　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」
「１．基本的な考え方」【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】【原則３－１（３）】に記載の通りです。

【社外取締役のサポート体制】

　社外取締役のサポートは総務部及び専任の監査等委員会付が担当し、必要な連絡等を行っております。取締役会の年間スケジュールに沿った
運営を心掛け、社外取締役の欠席がないように工夫するとともに、会議の議題や資料の配布を事前に行うなど、円滑な業務遂行のためのサポー
トを行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は、2023年６月21日開催の第25回定時株主総会の決議により、監査等委員会設置会社に移行しました。

１．取締役会

　当社は、意思決定機関として、取締役会を設置しており、取締役（監査等委員である取締役を除く）13名（うち社外取締役３名）、監査等委員であ
る取締役４名（うち社外取締役４名）で構成されております。月１回開催される定時取締役会のほか、必要に応じ臨時取締役会を開催し、経営に関
する重要事項をタイムリーに決定できる体制をとっております。なお、当社では、2017年６月に執行役員制度を導入し、経営の意思決定・管理監督
機能と業務執行機能をより明確に分離し、それぞれの機能強化を図る体制を構築しております。

　取締役会とは別に、個別の案件ごとに取締役を含むメンバーで構成するプロジェクトチームを立ち上げ、案件の議論を重ねることとしております。
取締役は、当該案件につき必要に応じ取締役会にて報告を行います。また、取締役等における日常的な業務運営に関する意思決定につきまして
は、随時常勤の監査等委員である取締役へ情報を伝達し、適宜取締役等の業務執行に関する監査を実質的に受けております。

　取締役報酬の決定方針、取締役の指名方針については、上記「Ｉ　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性そ
の他の基本情報」「１．基本的な考え方」【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】【原則３－１（３）】及び【原則３－１（４）】に記載の
通りです。

２．監査等委員会

　当社は、監査等委員会制度を採用しております。監査等委員会は、常勤の監査等委員である取締役２名、非常勤の監査等委員である取締役２
名の計４名で構成され、月１回開催される定時の監査等委員会のほか、必要に応じ臨時の監査等委員会を開催し、監査の適時性と効率性を確保
する体制をとっており、監査等委員である取締役は、取締役会に出席し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務執行を十分に監視でき
る体制になっております。なお、監査等委員である取締役４名は、社外取締役であり、公正性、透明性を確保しております。また、内部監査部門か
ら報告を受けるとともに、連携を強化し、監査等委員会の機能強化も図っております。

３．会計監査人について

　当社は、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しております。

　同監査法人及び同監査法人の業務執行社員と当社との間には特別な利害関係はありません。

　2024年３月期の当社の会計監査業務を執行した公認会計士は山野辺純一氏及び木村彰夫氏であり、公認会計士９名、公認会計士試験合格者
３名、その他９名であります。

４．責任限定契約の内容の概要

　当社と取締役中村秀一氏、小池明夫氏、一色浩三氏及び井部俊子氏、並びに取締役（監査等委員）渡邊光春氏、佐藤敏氏、米屋佳史氏及び前
田裕次氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基
づく損害賠償責任の限度額は、取締役は金500万円又は法令に定める最低責任限度額のいずれか高い額としております。なお、当該責任限定が
認められるのは職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

５．補償契約の内容の概要

　当社は、各取締役（監査等委員である取締役を含む。）との間で、会社法第430条の２第１項に規定する同項第１号の費用及び同項第２号の損
失を法令の定める範囲内において当社が補償する旨の補償契約を締結しております。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為に
起因して生じた損害は補償されないなど、一定の免責事由があります。なお、当該補償契約の履行に関する該当事項はありません。

６．役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範
囲は、当社並びに当社子会社の取締役、監査役、執行役員及び重要な使用人であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約に
より保険期間中に被保険者に対して提起された損害賠償請求にかかる訴訟費用及び損害賠償金等が填補されることとなります。ただし、被保険
者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被保険者が法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損
害の場合には填補の対象とならないなど、一定の免責事由があります。



３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、監査等委員会設置会社を採用しております。

　取締役の業務執行の監査等を担う監査等委員を取締役会の構成員とすることにより、取締役会の監督機能をより強化する等、コーポレート・ガ
バナンスの一層の充実を図るとともに、取締役会における業務執行の決定を取締役に委任可能とすることにより、経営の意思決定の迅速化を図
ることを目的としております。

　当社における企業統治の体制は、会社法上の機関（株主総会、代表取締役、取締役会、監査等委員会、会計監査人）に加え、経営の監督と業
務の執行を明確化し、経営の意思決定及び業務執行の迅速化を徹底するため、執行役員制度を採用しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会招集通知を早期発送するよう努めております。

集中日を回避した株主総会の設定 集中日を回避して開催するよう努めております。

電磁的方法による議決権の行使
インターネットにより議決権を行使することができることで、議決権行使をしやすい環境を
整えております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

㈱ICJの議決権電子行使プラットフォームに参加しており、機関投資家の議決権行使環境
の向上に努めております。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知（要約）および株主総会参考書類の英訳を行うことで、議決権行使環境の向上
に努めております。

その他 当社ウェブサイトに招集通知を掲載しております。



２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 当社ウェブサイトに常時掲載しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催

当社は、年に１回以上の個人投資家向け説明会の開催、もしくは説明会動画
配信をするように努めております。

2024年３月期実績は次のとおりです。

動画配信１回(2024年２月）

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

当社は、第２四半期決算・本決算時の決算説明会の動画配信と概ね毎月の1o
n1ミーティングを開催しております。

2024年３月期実績は次のとおりです。

１．動画配信 ２回（2023年５月、11月）

２．1on1ミーティング　40回

あり

IR資料のホームページ掲載

当社は、ステークホルダーの皆様への公平かつ適時な開示を心がけておりま
す。

また、開示した情報につきましては、プレスリリースをはじめ遅滞なく当社ウェ
ブサイト上でどなたでも閲覧できるようにしております。

1．当社ウェブサイトアドレス

　https://www.msnw.co.jp/

2．主たる開示資料

　決算短信、四半期報告書、有価証券報告書、業績説明資料、株主総会の招
集通知、サステナビリティレポート等

IRに関する部署（担当者）の設置
ＩＲの担当部署については、以下の通りです。

1．担当部署　経営管理部

2．担当者　　 代表取締役副社長（経営戦略本部管掌）　田中　義寛

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は「サステナビリティに関する基本方針」を定め、超高齢社会を迎えた我が国におい
て、地域住民の健康を支え、生涯安心して暮らせる医療と生活の基盤を創造するため、
様々な事業活動・企業活動を通じて社会課題の解決に取り組んでいます。

　当社グループは、社会・環境問題への取り組みは企業の存在と活動に必須の要件であ
ることを認識し、自主的、積極的に行動します。

　ＣＳＲ活動としては、臓器移植に関する普及啓発等を行う公益財団法人北海道移植医療
推進財団や、社会福祉に関する啓発等を行う北海道社会福祉フォーラムの支援、障がい
者事業の支援、大学に対する寄附講座の設置、ラグビーをはじめとする地域のクラブチー
ムの活動支援、スポーツ大会への協賛、小学校でのスポーツ指導に関するボランティア活
動等を行っております。

　また、環境問題に関しては、医薬品の流通改善を通じた医薬品卸とネットワーク加盟店
並びに当社グループ地域薬局における配送頻度適正化によるＣＯ２排出量の削減、グ
ループの地域薬局店舗へのＬＥＤ照明の導入や、レジ袋無料配布を終了し、必要な方への
バイオマス素材のレジ袋の有料販売を行う等を通じ、環境負荷の低減に取り組んでおりま
す。

　当社はサステナビリティに関する取り組みについて、サステナビリティレポートを当社ウェ
ブサイトに掲載しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　当社は、ステークホルダーの皆様に対し、常に財務内容その他の重要事項の開示を公
平かつ迅速に開示するように心がけております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、企業としての社会的責任に応え、企業倫理・法令遵守の基本姿勢を明確にすべく、当社グループの全役職員を対象とした株式会社メ
ディカルシステムネットワークグループ企業行動憲章、企業倫理遵守に関する行動規範、株式会社メディカルシステムネットワークグループコンプ
ライアンス基本規程を制定しております。

　また、株式会社メディカルシステムネットワークグループコンプライアンス基本規程によりコンプライアンス担当役員を任命し、その管掌の下に、コ
ンプライアンス担当部署を設け、当社グループ全体のコンプライアンス体制を整備しております。

　加えて、内部通報規程に基づき、通報窓口として社外の弁護士を含むコンプライアンス・ホットラインが設置・運営されております。通報者の希望
により匿名性を保証するとともに、通報者が不利益な取り扱いをされずにコンプライアンスに関する相談や不正行為等を通報できる体制を整備し
ております。

　更に、内部監査室は、不正・誤謬の発見とともに会社の財産および業務を適正に把握し、すべての業務が法令・諸規程等に準拠して適正・妥当
かつ合理的に行われているかどうか監査しております。なお、法令遵守等にかかわる問題点が発見された場合、適切な改善措置を行っておりま
す。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、取締役の職務執行に係る文書及びその他の重要な情報について、法令及び文書管理規程に基づき、適切に保存及び管理しておりま
す。

３．当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、メディカルシステムネットワークグループリスク管理基本規程に基づき、当社グループのリスク管理を統括する部署を定め、事前にリスク
を認識し情報の収集に努める等、損失の危険を最小限にとどめる体制を構築しております。

　なお、事業上の重大な経営危機が発生した場合は、メディカルシステムネットワークグループ危機対応規程に基づき、対策本部を設置し、迅速な
対応を行っております。

４．当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社及び当社子会社は、当社及びグループ各社の規程に基づき、取締役の職務権限と担当業務を明確にする等、職務執行が効率的に行われ
る組織及び管理体制を整備しております。グループ各社の重要案件については、当社で事前協議を行った後、グループ各社の取締役会において
審議しております。

　また、中期経営計画・年次事業計画を策定し、取締役会及び重要会議において、その進捗管理を行っております。

５．当社の子会社の取締役、執行役、業務を執行する社員その他これらの者に相当する者の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体
制

　当社は、関係会社管理規程に基づき、子会社に対する適切な経営管理を行っております。定期的に開催される重要会議において、業績、財務
状況その他の重要な情報について報告を受けております。

　コンプライアンス違反他、重大なリスク要因が発生した場合には、速やかに当社に報告する体制を整備しております。

６．当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役（監査等委
員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　当社は、監査等委員会が求めた場合、監査等委員会の職務を補助する職員（監査等委員会付）を配置する体制にあります。

　監査等委員会付の独立性を確保するため、当該使用人の任命、人事評価、異動等人事権に係る事項の決定については、監査等委員会に事前
に報告を行い、了承を得ております。

　監査等委員会付への指揮命令権は、監査等委員会に帰属し、監査等委員会付が他部署の使用人を兼務する場合には、監査等委員会補助業
務を優先しております。

７．当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに当社子会社の取締役、使用人及び監査役が当社の監査等委員会に報告
するための体制

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員、使用人並びにグループ各社の取締役、執行役員、使用人及び監査役は、経営、財務、コ
ンプライアンス、リスク管理、内部監査、内部通報の状況及び重大な法令・定款違反、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項等について、
直接又はこれらの者から報告を受けた者を通じて、監査等委員会に報告を行うものとしております。

　また、監査等委員会から、業務執行に関する事項について報告を求められたときには、速やかに報告しております。

８．上記７．における報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　当社及びグループ各社は、上記７．の内容の報告を行った取締役、執行役員、使用人並びにグループ各社の取締役、執行役員、使用人及び監
査役に対して、報告を行ったことを理由とする不利益な取り扱いを受けないことを確保するための体制を整備しております。

９．当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行）について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につい
て生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　年間の監査計画に係る費用は、監査等委員会からの要請により予算を措置しております。その他、追加で発生した監査等委員会からの費用の
請求については、当該監査等委員会の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、当該費用を負担しております。

10．その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員は、取締役会に出席するほか、重要会議に必要に応じて出席し、報告を受け、意見を述べることができるものとしております。

　監査等委員会は、重要な会議の議事録、稟議書等をいつでも閲覧できるものとしており、内部監査室及び会計監査人と面談し、監査に必要な情
報交換を行っております。

　また、監査等委員会は、独自に意見形成するため、必要に応じて外部弁護士と顧問契約を締結することができ、さらに、監査の実施にあたり必
要と認めるときは、自らの判断で、公認会計士、コンサルタントその他の外部アドバイザーを活用することができるものとしております。



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、反社会的勢力に対しては毅然とした態度を貫き、一切関係を持たず、不当な要求等にも応じないことを基本方針としております。その旨
を「株式会社メディカルシステムネットワークグループ反社会的勢力に対する方針」に定め、グループの全役職員に周知徹底するとともに、平素よ
り関係行政機関などからの情報収集や講習会の参加等による情報収集に努め、事案発生時には、関係行政機関や法律の専門家と緊密に連絡
を取り、組織全体として速やかに対処できる体制の構築を図ります。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――



コーポレート・ガバナンス体制の模式図 

 

 



適時開示体制の概要 

 

当社は、経営の健全性、透明性、効率化を高めることにより企業価値を高めることを基

本姿勢としております。投資家には、迅速、正確かつ公平な会社情報の開示を適切に行う

べく、以下のような取り組みにて、日々対応しております。 

 

１． 開示する情報の基準 

当社は、投資家の皆様に、金融商品取引法及び東京証券取引所の「有価証券上場規

程及び同施行規則」に従い、投資家が有価証券の投資判断に影響を与える重要な会社情

報を正確かつ迅速に公開いたします。また、適時開示規則に該当する情報に加え、投資

家の皆様が投資判断を行うに際し、有益な情報も可能な範囲で積極的に開示いたします。 

 

２． 情報の取扱に関する社内体制 

当社は、投資家に対し適時適切な情報開示を行うため、社内規程として「内部情報管理

及び内部者取引防止規程」を定め、その規程に従い、当社及び当社グループに関する情

報を取り扱っています。 

各部署で発生した又は確定的な重要情報をもとに、情報管理責任者である経営管理部

長と当該重要情報の関連部署との協議の上、適時開示に対応しております。また、発生が

予想される事項についても情報管理責任者である経営管理部長と関連部署が事前に社

内協議の上対応しております。 

報告された情報に関しては、一次情報入手者から担当役員にいたるまで、内部情報管

理を徹底します。 

 

３． 情報開示の吟味 

当社は、社内で上記の判断を経た後、開示すべき情報に疑義が生じる事実につきまし

ては、東京証券取引所や弁護士、監査法人等々の外部機関に確認の上判断し、文書の

作成にあたっております。 

 

 

 



【適時開示に係る社内体制フロー】 

決算情報 

経理部 

決定事実 発生事実 連結子会社 

財務部 経営管理部 本社 各部 

情報管理責任者（経営管理部長）による会社情報の集約・管理 

重要性の判断及び情報開示の要否の検討 

代表取締役（適時開示決定） 

取締役会 

情報管理責任者 

証券取引所 

投資家 

報告 報告 報告 報告 

報告 

協議 

具申 

決議機関による承認 

適時開示情報システムへの登録 

・適時開示（プレスリリース） 
・ホームページへの開示 



各取締役のスキルマトリックス

氏名 役職
独立
役員

企業経営 財務・会計
法務・ｺﾝﾌﾟﾗ
ｲｱﾝｽ・ﾘｽｸ
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

人事労務・
人材開発

事業開発・
Ｍ＆Ａ

医療・福祉
ヘルスケア

医療制度・
医薬品流通

システム・
DX

田尻　稲雄 代表取締役社長 ○ ○ ○ ○ ○

秋野　治郎 代表取締役副社長 ○ ○ ○ ○

田中　義寛 代表取締役副社長 ○ ○ ○ ○ ○

坂下　誠 取締役専務執行役員 ○ ○ ○ ○

角　和彦 取締役常務執行役員 ○ ○ ○ ○

青山　明 取締役常務執行役員 ○ ○

平島　英治 取締役常務執行役員 ○ ○

多湖健太郎 取締役常務執行役員 ○ ○ ○ ○

清水　健司 取締役執行役員 ○ ○

中村　秀一 取締役 ○ ○ ○

小池　明夫 社外取締役 ○ ○ ○ ○

一色　浩三 社外取締役 ○ ○ ○ ○

井部　俊子 社外取締役 ○ ○ ○ ○

渡邊　光春 社外取締役（監査等委員） ○ ○ ○ ○

佐藤　敏 社外取締役（監査等委員） ○ ○ ○ ○

米屋　佳史 社外取締役（監査等委員） ○ ○ ○ ○

前田　裕次 社外取締役（監査等委員） ○ ○ ○ ○


